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１ 法人の概要 

１ 浦山学園 建学の精神・教育理念・方針・教育目標・行動規範および各箇所の教育理念・教育目的・教育方針  

  ・教育目標等 

①浦山学園 建学の精神・教育理念・方針・教育目標・行動規範 

建学の精神 

教育理念 

方針 

教育目標 

行動規範（スクールマーク） 

一 質実にして明朗な人格形成

一 専門的な学問とその応用を通して社会に貢献する人格形成

浦山学園はより時代のニーズにあった高度な専門性を高める教育機関であると共に、人間としての素養・教養

を高め、個性・自主性を重視し、知行合一を基本に実践躬行を以って、より良き社会の形成に自ら貢献出来る

人材育成を期する。 

『地学一体による地域課題解決拠点』としての教育・研究機関を目指す。

「つくり、つくりかえ、つくる」

◆国家資格、検定合格に挑戦する自分づくり

◆社会性、創造性、国際性豊かな自分づくり

私たちは、エルビー羅針盤思考を軸に新しいフィールドへ踏み出す積極的な姿勢を持って行動する。
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② 各箇所 教育理念・教育目的・教育目標・教育方針・教育目標等 

学校名   

富山福祉短期大学 

教育理念

富山福祉短期大学は、より時代のニーズにあった高度な専門性を高める教育機関である

と共に、人間としての素養・教養を高め、個性・自主性を重視し、知行合一を基本に実

践躬行を以って、より良き社会の形成に自ら貢献出来る人材育成を期する。 

教育目的 

本学は、教育基本法及び学校教育法の定めるところに従い、深く専門の学芸を教授研究

し、知性・教養を高め、職業及び実生活に必要な能力を養い、もって社会性・創造性豊

かな人間形成を図ることを目的とする。 

教育目標 

「つくり、つくりかえ、つくる」

国家資格、検定合格に挑戦する自分づくり

◆ 社会性、創造性、国際性豊かな自分づくり

教育方針 

社会性・創造性豊かな「私」をつくり続けるために
 ①専門知識・技術の修得
  専門職として生きる「私」をつくり続ける。個々の「私」の知的要求に

応え、専門知識・技術を深く探究できる環境をつくり出す。
 ②学生主体の学び
  学ぶ主体である「私」をつくり続ける。個々の「私」の主体的な学びを

サポートし、その主体的な課題追究のプロセスを援助する。
 ③コミュニケーションスキルの修得
  福祉の基本的スキルであるコミュニケーション能力を高める。他者との

関わりによって「私」をつくり続けていくように援助する。

各学科、専
攻の教育
目的 

１．社会福祉学科

（１）社会福祉専攻
 福祉の専門的知識および技術、学芸を生かし、人や地域社会とあたたかい関わりをも
ち、人権を擁護することのできる人間性豊かなソーシャルワーカー（社会福祉士）や
地域社会に貢献できる福祉人材の育成を図ることを目的とする。 

（２）介護福祉専攻
その人らしい生活を支えるために必要な、専門的知識、心身の状況に応じた生活支援
技術を身につけ、それらを必要とする人の尊厳と自立支援の意義を理解し、よりよい
援助関係を築くための豊かな感性を伸長できる介護福祉士の育成を図ることを目的と
する。 

２．看護学科

 看護師として正確な専門知識と安全な技術を身につけ、本人と家族を含めた看護の対
象やその対象を支える保健・医療・福祉従事者および地域の人々への理解を深め、信
頼関係を形成し、安心感を与えることのできる態度と幅広い教養を身につけ、常に自
己を向上させる意欲を備えた看護実践者の育成を図ることを目的とする。

３幼児教育学科

子どもの保育・教育に関する専門知識、技術を修得し、音楽や図工、体育などを通し
て、子どもの感性を育む表現力を身につけ、さらに保護者や同じ職場の仲間から信頼
される幅広い教養と使命感をもって、子どもたちの幸せをサポートできる人間愛に満
ちた保育者、教育者の育成を図ることを目的とする。
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学校名   

富山情報ビジネス

専門学校 
教育理念 

富山情報ビジネス専門学校は、より時代のニーズにあった高度な専門性を高める教育機

関であると共に、人間としての素養・教養を高め、個性・自主性を重視し、知行合一を

基本に実践躬行を以って、より良き社会の形成に自ら貢献出来る人材育成を期する。 

教育目的 

本校は、徳性の涵養を基本とし、個別対応により、学生一人一人の夢・目標の達成に努

め、専門知識の向上をはかり、もって社会性・創造性・国際性豊かな人材の育成を目的

とする。また、地域に開かれた学校として生涯学習機関としての確立を目指す。

教育目標 

「つくり、つくりかえ、つくる」

国家資格、検定合格に挑戦する自分づくり

◆ 社会性、創造性、国際性豊かな自分づくり

教育方針 

本校は、知識の向上（スペシャリスト）・意欲の向上（エキサイティング＆チャレンジ）・

コミュニケーション能力の向上（コミュニケーター）を教育方針の基本とする。さらに

教育機関としての評価の公平さを期すために、ISO システムを活用し、目標を設定し、

確認し、継続的改善を図る。

金沢中央予備校 

教育理念 

金沢中央予備校は、より時代のニーズにあった高度な専門性を高める教育機関であると

共に、人間としての素養・教養を高め、個性・自主性を重視し、知行合一を基本に実践

躬行を以って、より良き社会の形成に自ら貢献出来る人材育成を期する。 

教育目的 

本校は、高等学校在籍者・高等学校卒業者及びそれと同等以上の資格があると認められ

る大学受験希望者に対して、社会性・創造性豊かな人間形成を基本とした進学指導を行

う。 

教育方針 

本校は、＜知識・意欲・コミュニケーション＞の充実を目指した指導、すなわち、

① 知識を最大限に高め広め深める、最高の学習環境を提供する。

② 明確な目標と信頼できる方法論を提示し、常に生徒の学習意欲を啓発する。

③ 生徒・教職員間の潤沢なコミュニケーションを確立し、共に目標を完遂する。

以上の指導方針に基づき、上記の教育目的の達成を図る。

学園本部

学園本部

目的

学園本部は、各箇所の重点目標達成に向け、学園内外との情報共有を積極的に行い、課

題に対応する行動力を率先垂範し、以って学園理念の具体化を推進することを目的とす

る。
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２ 法人の沿革 

（１９６５）昭和４０年１１月   各種学校 中央予備校が認可される  

（１９６６）昭和４１年 ４月   各種学校 中央予備校が開校される 

（１９６６）昭和４１年１２月２６日   準学校法人 浦山学園が認可される  

（１９６８）昭和４３年 ４月   各種学校 中央経済専門学校が開校される  

（１９７０）昭和４５年 ４月   中央経済専門学校が富山経済専門学校へ校名を変更する  

（１９７２）昭和４７年 ４月   中央予備校富山校が開校される  

（１９７６）昭和５１年 ４月   中央予備校金沢校が開校される 

（１９７６）昭和５１年 ４月   各種学校 富山経済専門学校が専修学校として認可される  

（１９７６）昭和５１年 ５月   富山経済専門学校に商業実務専門課程の設置が認可される  

（１９８０）昭和５５年 ７月   中央予備校金沢校を金沢中央予備校へ校名を変更する 

（１９８２）昭和５７年 ４月   中央予備校が高岡市駅南へ移転し、中央予備校高岡校として開校する  

（１９８８）昭和６３年 ７月   富山経済専門学校に文化教養専門課程の設置が認可される  

（１９９６）平成  ８年１２月    準学校法人浦山学園が学校法人として認可される  

（１９９６）平成  ８年１２月   富山福祉短期大学の設置が認可される  

（１９９７）平成  ９年 ４月   富山福祉短期大学社会福祉学科が開学される （入学定員 100 名） 

（２００２）平成１４年 ４月   富山福祉短期大学社会福祉学科に社会福祉専攻（入学定員 100 名）、介護福

祉専攻（入学定員 50名）の課程が設置される  

（２００２）平成１４年 ４月   富山経済専門学校を富山情報ビジネス専門学校へ校名を変更する。工業専門

課程、教育・社会福祉専門課程が設置される  

（２００２）平成１４年 ４月   富山中央学院が開校される  

（２００４）平成１６年 ４月   富山福祉短期大学社会福祉学科に社会福祉専攻（入学定員 50名）、介護福祉

専攻（入学定員 50名）、児童福祉専攻（入学定員 50名）の課程が設置され

る 

（２００６）平成１８年 ３月   富山福祉短期大学社会福祉学科児童福祉専攻において、保育士養成課程に加

え、幼稚園二種免許教職課程が認可される 

（２００７）平成１９年 ３月   富山中央学院の廃止が認可される 

（２００７）平成１９年１２月   富山福祉短期大学看護学科の設置が認可される（入学定員 80 名） 

（２００８）平成２０年 ４月   富山福祉短期大学看護学科が設置される 

（２００９）平成２１年 ４月   富山福祉短期大学幼児教育学科の設置が認可される（入学定員 50名） 

（２０１０）平成２２年 ４月   富山福祉短期大学幼児教育学科が設置される 

                 （社会福祉学科児童福祉専攻募集停止） 

（２０１３）平成２５年 ３月     富山福祉短期大学訪問看護ステーションの設置が認可される 

富山情報ビジネス専門学校幼児教育学科の設置が認可される 

（入学定員 30名 厚生労働省指定保育士養成施設） 

（２０１５）平成２７年 ３月     中央予備校富山校授業停止届（平成２７年度募集停止） 

（２０１６）平成２８年１１月     中央予備校富山校廃校認可 

（２０１６）平成２８年１２月     浦山学園創立５０周年を迎える 

（２０１８）平成３０年 ３月     地学一体による地域課題解決拠点として教育・研究機関ＵＳＰ竣工 

（２０２０）令和 ２年 ４月    富山福祉短期大学国際観光学科（入学定員３０名）が設置される

（２０２１）令和 ３年 ２月  学校法人浦山学園 ウラヤマ・マッチング・プラットホーム（ＵＭＰ）が

有料職業紹介事業所及び労働者派遣事業所として認可される
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３ 設置する学校・学部・学科、施設等   （令和２年５月１日現在) 

（１）富山福祉短期大学 

・社会福祉学科 

社会福祉専攻 

介護福祉専攻 

    ・看護学科 

・幼児教育学科 

・国際観光学科 

（２）富山情報ビジネス専門学校 

・高度情報システム学科 

・情報システム学科 

    ・モバイルビジネス学科 

・ホテル・ブライダル学科 

・医療事務学科 

・診療情報管理士専攻学科 

・インターナショナルビジネス学科 

・日本語学科 

  １年課程 

１年半課程 

２年課程 

（３）金沢中央予備校 

    ・大学受験課程 

（４）富山福祉短期大学訪問看護ステーション 
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４ 学科等の入学定員、学生数の状況（令和２年５月１日現在) 

学科名 専攻・コース名 入学者数 入学定員 充足率
在籍者数

計
収容定員

収容定員

充足率

社会福祉専攻 18人 20人 90.0% 40人 70人 57.1%

介護福祉専攻 15人 40人 37.5% 43人 80人 53.8%

82人 80人 102.5% 240人 240人 100.0%

42人 50人 84.0% 95人 100人 95.0%

15人 30人 50.0% 15人 30人 50.0%

172人 220人 78.2% 433人 520人 83.3%

課程名 学科・専攻・コース名 入学者数 入学定員 充足率
在籍者数

計
収容定員

収容定員

充足率

工業専門
高度情報システム学科
情報システム学科

49人 30人 163.3% 104人 100人 104.0%

商業実務

モバイルビジネス学科
医療事務学科

診療情報管理士専攻学科
インターナショナルビジネス学科

89人 120人 74.2% 154人 220人 70.0%

文化・教養 日本語学科 32人 70人 45.7% 103人 115人 89.6%

170人 220人 77.3% 361人 435人 83.0%

課程名 学科・専攻・コース名 入学者数 入学定員 充足率
在籍者数

計
収容定員

収容定員

充足率

33人 80人 41.3% 33人 80人 41.3%

33人 80人 41.3% 33人 80人 41.3%

入学者数 入学定員 充足率
在籍者数

計
収容定員

収容定員

充足率

375人 520人 72.1% 827人 1,035人 79.9%計

富山福祉短期大学

社会福祉学科

看護学科

幼児教育学科

計

富山情報ビジネス専門学校

国際観光学科

計

金沢中央予備校

大学受験

計

学園全体
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５ 役員・教職員の人数（令和２年 5月 1日現在）

（１）役員 

理事 ９人（うち、理事長１人、常勤理事４人） 

監事 ２人（うち、常勤監事０人） 

評議員１９人（うち、常勤評議員 10 人） 

（２）教員 

（３）職員 

富山福祉
短期大学

富山情報
ビジネス

金沢中央
予備校

富山福祉短期大学
訪問看護

学園本部

専 任 16 8 1 3 5

兼 務 職 員 1 1 0 7 0

合 計 17 9 1 10 5
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２ 事業の概要 

１．令和２年度 経営基本方針 

Society5.0、第 4次産業革命、人生 100 年時代、グローバル化そして地方創生など、2040 年頃の社会変

化を想定した記事を目にしない日はないほど「2040 年問題」がクローズアップされています。 

さて、2018 年（H30 年）12 月 5 日中教審大学分科会部会は「2040 年に向けた高等教育のグランドデ

ザイン」を答申しました。１、学修者本位の教育への転換 ２、多様性と柔軟性の確保 ３、「学び」

の質保証の再構築 ４、多様な機関による多様な教育の提供 ５、コストの可視化とあらゆるセクター

からの支援の拡充 ６、あらゆる世代が学ぶ「知の基盤」などがその概要です。 

ところで、20 年先は学園にとって｢遠い未来｣のことでしょうか？ 富山福祉短期大学を開設した年は

23 年前の 1997 年（平成 9 年）、富山経済専門学校から富山情報ビジネス専門学校に校名変更した年は

18 年前の 2002 年（平成 14 年）、中央予備校富山校を閉校した年は 5 年前の 2015 年(平成 27 年)でし

た。また、18 年前 2002 年（平成 14 年）の経営基本方針には、｢今日の時代の変化に対応する意識や体

制が出来ていないと、学園理念の具現化は困難になります｣｢教職員自身が変わらなければなりません｣

など、過年度の経営基本方針にも常に｢未来に対応する」観点が強調されています。このように、20 年

後に対応するためにも、私たちは今立ち上がることが必要です。 

しかし、現状では教職員の懸命な教育活動にもかかわらず、残念ながら、第 2 期中期経営改善計画

（2016 年・平成 28 年～2020 年・令和 2年）においては計画とその実績は大きく乖離した結果（教育活

動収支は 3年連続赤字）となっており、「定量的な経営判断指標（日本私立学校振興・共済事業団）の

観点からも、2020 年度の黒字化は最重要課題となります。 

計画と実績の乖離の原因を真摯に振返り｢では、どうしたら出来るか｣を教職員一体の観点として、2020

年度（令和 2年度）の経営基本方針・重点目標の達成に向けて積極的に展開していかなければなりませ

ん。 

2020 年度（令和 2年度）は短大の国際観光学科の新設を機に、「地学一体」の教育コンセプトをより

一層推進することや多様な教育機関との連携が重要であり、専門学校は学科に伴う専攻を積極的に打ち

出し、専攻ごとに「地学一体」の推進や学修成果の可視化そして多様な教育機関などとの連携を実践躬

行することが必要です。 

また、2020 年度は、第 3期中期経営改善計画（2021 年・令和 3 年～2023 年・令和 5年）を策定する

重要な年となります。 

以上の観点から、2020 年度各箇所の重点目標は、「2040 年に向けた高等教育のグランドデザイン」の

観点を基本に、下記の 8項目とします。 

１、財務・学生募集の観点 

①数値目標の明確化かつ共有化を行い、学園全体での経常収支差額における黒字化予算の徹底を図る。 

②正規課程においては、既存の学生の枠のみに捉われず、今まで以上に、積極的に社会人や留学生を受

け入れる体質転換を図り、更に附帯事業にも積極的に取組み、新たな財政基盤の確立を図る。 

２、教学改革の観点 

③「教育目標＋DCA Policy＋学修成果の可視化」を Web 化し、単位等の取得状況や学習課題を明確にし、 

学修者の成長実感や満足度、そして学修に対する意欲等の向上に繋がる仕組みを構築する。 
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④学生たちが主体的に活動できる仕組み（サークル活動の設置等）を構築する。 

３、仕事改革の観点 

⑤「ネットワーク改善による仕事改革 PJ」に伴い、クラウドサービス導入などによる業務の「断捨離」 

や「改善」を行い、コスト削減を徹底する。 

⑥職員・学生からの「改善」提案を積極的に取り入れる仕組みを実践躬行する。 

４、構造改革、将来志向の観点 

     ⑦学園 50 周年以降の学園テーマである「地学一体」の教育コンセプトを各学科・専攻により具体的に 

反映し、学生たちが自ら地域にかかわる教育を強化し、USPとの有機的な連携により地方創生の一 

翼を担う活動を拡充する。 

⑧既存の正規教育課程の付加価値を高めるため、国内外を問わず学外の教育機関や企業等との連携を 

図る。また、積極的に新学科等も研究し、申請に向けた活動を積極展開する 

なお、2020 年度(令和 2 年度)においては、上記①～⑧までを反映した第 3 期中期経営改善計画（2021

年・令和 3年～2023 年・令和 5年）を策定する 

上記の経営基本方針を基本に各重点目標を策定して下さい。 

                                      以上 
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２．学園全体の事業概況

（１）概要

建学の精神である「質実にして明朗な人格形成」「専門的な学問とその応用を通して社会に貢献する

人格形成」を教育活動の基本とし、昭和 41 年学園創設以来、これまで情報・観光・医療・福祉・教育の

各分野を通して実践的職業教育に取り組んできた。

令和 2 年度は、その実践的職業教育を基盤に、学園方針として「地学一体による地域課題解決拠点と

しての教育・研究機関」を目指すことを掲げた。

その活動拠点として、ＵＳＰ（ウラヤマ ソーシャル プラットフォーム）に、「地域共創センター」（U-
rac）を配置し、センター内に「有料職業紹介所」及び「労働派遣事業所」を開設（認可）した【UMP
（ウラヤマ・マッチング・プラットフォーム）】。

将来、地域創生を担う学生たちと共に、地域と学校が一体となり、課題解決するために何をしなけれ

ばならないか、どうすれば解決の方向性を見いだしていけるかなど、地域の現実的な問題・課題に学生

が一緒に参画して取組める場として運用を行ってきた。同時に、「有料職業紹介所」及び「労働派遣事業

所」は事業として学園の収益に貢献できる運用を進めていくこととした。

また、教育活動においては、教育の質向上に向けての取り組みとして学修成果の可視化を進めてきた

（G-suite for Education の導入）。

また、仕事改革の観点についてもデジタル化を進め、スマートキャンパス化への一歩を踏み出した。 

（２）経営基本方針について

 １、財務・学生募集の観点

   ①令和 2 年度の事業活動収支における教育活動収支差額は 33 百万円となり黒字となった。

   ②付随事業収入は予算対比 10 百万円の増収となったが訪問看護ステーションでの増収が

ほとんどであった。

   ◆入学定員・収容定員に満たない学科・専攻の課題が残る。

 ２、教育改革の観点

   ③学修成果の可視化は、G-suite を活用し、デジタル化を推進中である。

   ④サークル活動の設置等は少数に留まっている。

 ３、仕事改革の観点

   ⑤G-suite（G-mail、データの共有、オンライン会議）、Jinjer（勤怠管理）、Rayser 会計（給与）、

rakumo（稟議、文書管理申請）、ZOHO（高校訪問、母集団管理）等の導入・活用をすすめ、

クラウド化による業務の改革を進めている。

   ⑥職員・学生からの「改善」提案の仕組みを構築するに至らなかった。

 ４、構造改革、将来志向の観点

   ⑦USP との有機的な連携による地方創生の一翼を担う活動が低調であった。

   ⑧短大に社会福祉学科（２専攻を統一し、精神保健福祉コースを新設中）、看護学科専攻学科申請

予定をあらたに構築。

    専門学校に建築・デザイン学科、公務員学科を新設予定。
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項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

入学定員数 220 220 220 220 220 220
入学志願者数 306 297 312 253 305 271
受験者数 279 278 307 246 273 253
合格者数 242 261 282 233 255 224
入学者数　 171 150 164 160 208 172
収容定員 520 520 520 520 520 520
在籍学生数　 448 393 389 366 431 432
卒業者数 ａ 197 145 163 131 144 147
内　短期大学士授与数 197 145 163 131 144 147
内　就職・進学希望者数 ｂ 188 135 156 122 128 120
就職者数 ｃ 182 128 146 121 125 116
進学者数 ｄ 5 5 7 1 2 4
進路決定率 99.5% 98.5% 98.1% 100.0% 99.2% 100.0%

入学定員数 260 280 280 260 255 220
入学志願者数 204 219 221 165 205 208
受験者数 204 219 221 163 202 208
合格者数 204 219 221 163 201 177
入学者数　 196 212 206 155 157 170
収容定員 575 550 550 530 595 440
在籍学生数　 393 405 390 333 289 361
卒業者数 ａ 176 175 196 195 121 197
内　専門士授与数 128 130 118 97 66 100
内　高度専門士授与数 8 9 9 6 8 6
内　就職・進学希望者数 ｂ 173 165 190 178 102 179
就職者数 ｃ 135 113 128 105 63 93
進学者数 ｄ 37 52 61 72 39 85
進路決定率 99.4% 100.0% 99.5% 99.4% 100.0% 99.4%

入学定員数 150 150 150 150 80 80
入学志願者数 58 71 70 53 49 33
受験者数 - - - - - -
合格者数 - - - - - -
入学者数　 58 71 70 53 49 33
収容定員 150 150 150 150 80 80
在籍学生数　 58 71 70 53 49 33
卒業者数 ａ 70 76 77 57 53 38
内　就職・進学希望者数 ｂ 56 59 59 48 48 32
就職者数 ｃ 0 0 1 0 0 0
進学者数 ｄ 47 41 51 41 42 28
進路決定率 83.9% 69.5% 88.1% 85.4% 87.5% 87.5%
入学定員数 630 650 650 630 555 520
入学志願者数 568 587 603 471 559 512
受験者数 483 497 528 409 475 461
合格者数 446 480 503 396 456 401
入学者数　 425 433 440 368 414 375
収容定員 1,245 1,220 1,220 1,200 1,195 1,040
在籍学生数　 899 869 849 752 769 826
卒業者数 ａ 373 320 359 326 265 344

内　短期大学士授与数 197 145 163 131 144 147
内　専門士授与数 128 130 118 97 66 100
内　高度専門士授与数 8 9 9 6 8 6
内　就職・進学希望者数 ｂ 361 300 346 300 230 299
就職者数 ｃ 317 241 274 226 188 209
進学者数 ｄ 42 57 68 73 41 89
進路決定率 99.4% 99.3% 98.8% 99.7% 99.6% 99.7%

卒業者数 ａ 70 76 77 57 53 38

内　就職・進学希望者数 ｂ 56 59 59 48 48 32
就職者数 ｃ 0 0 1 0 0 0
進学者数 ｄ 47 41 51 41 42 28
進路決定率 83.9% 69.5% 88.1% 85.4% 87.5% 87.5%

1 各指標の基準日

2 進路決定率の算出方法 (c+d)/ｂ 

[設置校の概要]　入学者・在籍者数・進路決定率等　実績
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３ 各箇所の事業概況

各箇所の事業概況は以下（１）～（４）の項目に沿って記載されています。

    ただし箇所によっては該当のない項目もあります。

(1)令和元年度学生募集活動の結果としての令和２年度入学生数（基準日：5 月 1 日現在） 

(2)重点目標・活動計画を中心とした取組み成果

財団法人短期大学基準協会が定める短期大学評価基準４項目（※）に沿って

記載されています。

 各項目の頭に記載されているローマ数字はその項目を示しています。

富山情報ビジネス専門学校・金沢中央予備校は、それぞれ読み替えて

記載しており、該当しない評価基準項目もあります。

(3)その他の活動プログラム

(4)卒業生進路一覧

(5)新聞掲載記事一覧

（※）財団法人短期大学基準協会が定める短期大学評価基準４項目

              Ⅰ 建学の精神と教育の効果

             Ⅱ 教育課程と学生支援

              Ⅲ 教育資源と財的資源

              Ⅳ リーダーシップとガバナンス

              Ⅴ その他（含む選択評
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富山福祉短期大学

(1)令和 2年度学生募集活動の結果としての令和 3 年度入学生数

新型コロナウイルスの影響により 3 月から予定していたオープンキャンパスやガイダン

スが中止となり高校生との直接の接触機会が極端に減少することとなった。その結果、

昨年度と比べて母集団ならびに来学数が大幅に減少する結果となった。

急遽対策としてオープンキャンパスを個別相談に切り替えての対応ならびに Web オープ

ンキャンパスをホームページに開設し、コンテンツを制作し直接来学できない方も、ス

マホや PC で気軽に視聴できる環境を整えた。また SNS の定期的な配信、進学業者 HP

の配信、個別進学相談 LINE 開設ならびに平日の個別相談を周知し入学前の不安解消の

対応とした。6 月末からは新型コロナウイルス感染症対策を徹底するなかオープンキャ

ンパスを開催。近隣の大学では先駆けて開催したこともあり目標を大きく上回る参加と

なった。リクルート OC 重点項目の分析結果を用いて OC のブラッシュアップ・教員と

の連携した PDCA の確立を行うことで歩留まりの向上を図った。結果としては母集団

数・来校者数・高校訪問件数すべてにおいて目標には届かなかったが、学科専攻ごとの

ターゲットにマッチした OC の実施を行うことにより、改善点、新たな OC への取り組

みを打ち出していく方向性を確認することができた。

入試種別で目標に対する出願状況に大きな乖離がでた。新型コロナウイルスによる受験

生の動向が例年と大きく異なり、併願校の絞り込みや早期進路先決定の動きとなったこ

とも要因の一つとなっている。

（入学者総数 150 名、社会福祉学科社会福祉専攻 13 名、社会福祉学科介護福祉専攻 14

名、看護学科 70 名、幼児教育学科 44 名、国際観光学科 9 名）

次年度に向けて入学定員確保を達成するために、下記活動を全学で展開していきたい。

1）1to1 コミュニケーションの強化・母集団拡大と接触後のフォロー

対象者ひとり一人のニーズに合った情報提供、個別相談に重点をおき、「1to1」コミュ

ニケーションの機会増と構築。周知徹底した広報活動の推進。対象者に対するより適切

なアプローチ

2）学科ごとの魅力、学修成果の可視化発信

他学との差別化を意識したふくたんの魅力発信、学科ごとの定員充足戦略

3）SNS、Web OC を用いた知名度向上

Web OC、SNS 告知を盛り込んだ SNS 活動の更なる充実

課題となっている YouTube、インスタグラム視聴回数、フォロワーを増やすためにジオ

ターゲティング広告を打ち出し広く大学を周知、HP への流動を図る

4）リクルート評価項目に沿った OC 改善、プログラムの構築

リクルート OC アンケート 14 項目の中の重点項目を反映した OC 実施。高校生の「学

校選びのポイント」「重視平均」前年度のアンケート結果の「開始前」「開始後」を確
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認、情報共有し、改善策、プログラム等の構築を図る  

5）出願者数の確保

「ふくたん」の知名度向上、年間を通した広報活動の展開

2021 年度同様 2022 年度募集においても早期進路決定の傾向が続くと予想されることか

ら、学校推薦型入試における出願確保が重要になる。そのためにはオープンキャンパス

などでの早期接触、第一志望校として選択してもらうことが鍵となる。

(2)重点目標・活動計画を中心とした取り組みの成果 

Ｉ 建学の精神と教育の効果

Ａ 建学の精神

本学では、建学の精神「質実にして明朗な人格形成」、「専門的な学問とその応用を通し

て社会に貢献する人格形成」を学内文書規定に従って承認を得て学内共有している。

また、建学の精神、理念をカレッジガイドや学生ハンドブック、ホームページ等で公開

し、オープンキャンパス、ガイダンスや説明会などで学内外に表明している。さらに本学

が全学科で開講している「地域つくりかえ学」の中で学長による授業として 1 年生に対し

て説明している。

Ｂ 教育の効果

本学の教育目的・目標は、確立している。また、学科・専攻課程のディプロマポリシー

は、それぞれの教育目的・目標に基づいて学習成果を明確に示すものとなっている。これ

まで構築してきた教育の基盤を踏まえ、教育の効果をより発展させるために今年度におい

ては以下の活動を行った。

＜教育効果測定のために＞

学科・専攻課程の学習成果を測定する仕組みとして本学では GPA（grade point
average）制度を導入している。各科目で中間評価、期末評価を行い、学生の個別学習支

援に活用している。

 教育効果測定のため、学習到達度評価基準（学科・専攻別ルーブリック）を用いて全学

年の評価を定期的に実施している。また、学生マイページ（学生用サイト）を用いた「学

習到達度・自己評価アンケート」を半期ごとに実施し、ディプロマポリシーの各項目に沿

って学生自身が自らの成長を評価している。

文部科学省の学習指導要領改訂による「主体的・対話的で深い学び」に対応した教育改

革を行っていくために、既存の「福短マトリックス」に ICE モデルを用いた評価基準を組

み合わせた「ICE 福短マトリックス」を導入し、創造性基準と社会性基準の 2 つの次元に

より、学生が自己の学びの主体性・対話性・学びの深さについて評価・省察し、学びの改

善に役立てていけるようにした。

＜教育の質保証のために＞

本学では教育の質保証のために、学校教育法や短期大学設置基準等の各種法令の変更等

について、関係省庁からの通達、通知や研修会への参加、私学事業団や関係団体からのメ

ールマガジンも活用し、情報を得るように努めている。また、通達や通知に従い FD・SD
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委員会が主となって学内へのメールによる通知を行うとともに、適宜各種会議において周

知し、SD、FD を実施している。

さらに、教育の質保証のために、令和 2 年度も「私立大学等改革総合支援事業」の採択

へ向けた改革に取り組んだ。しかしながら、要件が大幅に厳しくなったこともあり、残念

ながら申請を行うに至らなかった。示されている項目に対して対応できる範疇で教育の質

的改善を行っている。もちろん採択を目標として取組むことは重要であるが、まずは、本

学にとってそれぞれ示されている項目が本学にとって対応可能で必要なことなのかをよく

検証して取組んでいく必要がある。

【参考】

「私立大学等改革総合支援事業」の目的：教育の質的転換、地域発展、産業界・他大学

等との連携、グローバル化などの改革に全学的・組織的に取り組む私立大学等に対する支

援を強化するため、経常費・設備費・施設費を一体として重点的に支援する。

Ｃ 自己点検・評価

日常的に自己点検・評価を行うように心がけ、毎年定期的に自己点検・評価報告書を作

成し公表している。自己点検・評価委員会は PDCA 会議（学長、部長、学科長、専攻長、

課長、各委員長）と同じ構成員で組織している。自己点検・評価報告書作成は重点目標作

成と連動しており、自己点検・評価で明確となった課題に対応できるよう配慮しており、

短大内での PDCA サイクルの構築がなされている。

また、令和 3 年度には認証評価を受けるスケジュールとなっており、認証評価への準備

も踏まえて対応を行った。

Ⅱ 教育課程と学生支援 

Ａ 教育課程 

本学の学科・専攻課程の学位授与方針は学習成果に対応し、卒業要件、成績評価の基

準、資格取得の要件の詳細については学則に定めている。学科・専攻課程の学位授与方針

は学内外に表明している。学内は、学生ハンドブックに記載し、各学期の開始時にオリエ

ンテーションなどで説明・周知を図っている。学外は、本学ホームページにおいて公開し

ている。学位授与の方針は、短期大学士として求められる知識・理解、汎用的技能、態

度・志向性、総合的な学習経験と創造的思考力を反映したものとなっている。またそれぞ

れの専門職域の人材として求められる資質にも合致している。さらに、学習成果の量的・

質的データの収集等によって教育の質保証を図っていることから、学位授与の方針は、社

会的な通用性を確保していると評価できる。 

 各学科・専攻の教育課程は、本学の教育方針 ①専門知識・技術の修得、②学生主体の

学び、③コミュニケーションスキルの修得に従って構造化されており、アドミッション・

ポリシー（入学者受け入れ方針）、カリキュラム・ポリシー（教育課程編成方針）、ディプ

ロマ・ポリシー（学位授与方針）などが関連づけられ、体系的に編成されている。各学

科・専攻のカリキュラムは、履修系統図を学生ハンドブックに記載し、ガイダンス時にも

学生に説明を行っており、学習成果に対応した、分かりやすい授業科目の編成となってい

る。単位修得のための成績評価は、教育の質保証に向けて厳格に適用されている。本学の

シラバスにおいて、達成目標・到達目標、授業内容、準備学習の内容、授業時間数、成績

評価の方法・基準、教科書・参考書等が明示されており、学習教育目標・学習成果と科目

の関連が学生に容易に把握されるよう工夫されている。各学科・専攻の教員は、各資格の
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養成課程における教員資格要件を満たし、かつ教員の資格・業績を基にした配置となって

いる。 

入学者選抜においては、全ての試験種別で面接を必須とし、入学者選抜の方法は入学者

受け入れの方針に対応している。面接試験における評価項目が、各学科・専攻のアドミッ

ション・ポリシーおよび学習の基本 3要素（「知識・技能」、「主体性・多様性・協働性」、

「思考力・判断力・表現力」）に明確に対応したものとしており、入学者選抜における多

様な評価観点の明確化が図っている。 

各学科・専攻課程の教育課程の学習成果は、社会福祉士や福祉の人材・介護福祉士・看

護師・保育士・幼稚園教諭として求められる知識・技術・資質・能力・態度をその内容と

していることから、具体性がある。学則に規定する卒業に必要な単位を修得することによ

り学習成果を獲得することが可能である。さらに、本学では AD制度と週フォリオを活用

した個別学生支援を実施しており、週フォリオを用いた教員と学生とのやり取り及び個別

学生面談を通して、倫理観、主体的な問題解決能力、コミュニケーション力、生涯学習力

と実践力の涵養を図っている。これらのことから、学習成果は達成可能である。それぞれ

の学年・学期毎に開設されている科目の単位を修得し、各科目の学習成果をそれぞれ獲得

していくことによって、卒業時の学習成果を獲得できるように計画されている。よって、

学習成果は一定期間内で獲得可能である。さらに、学習成果を獲得すると共に、それに直

接的に関連して各国家資格及びその他の資格を取得できることから、学習成果に実際的な

価値がある。学習成果について、各科目の評価を総合して表す指標として GPA が活用され

ている。また、学習成果を直接的に査定する方法として各学科・専攻の学習到達度評価基

準が構築されている。したがって、学習成果は測定可能である。 

卒業生の進路先からの評価を聴取するために、毎年 12 月に前年度卒業生全員を対象に

「就職先アンケート」を実施している。 

Ｂ 学生支援    

学生の生活支援のために、各学科専攻ではＡＤ（アドバイザー教員）体制を取り、学生

の学修上及び学生生活上の相談・支援に、組織的に当たっている。ＡＤ教員による個別面

談として、学生が記述した週フォリオを活用した面談を定期的に実施することにより、学

生の状況を把握している。把握した情報は、学生ＤＢへ入力を行っている。また把握した

学生の状況は、学科専攻内で情報共有し、必要に応じて全学での情報共有、情報交換を行

うことで、個別対応を組織的に行ってきた。「富山福祉短期大学障害学生修学支援規程」

第 10条に基づき、障害や疾患のある支援を要する学生の対応方法についてマニュアルを

整備し、学生情報 DB に情報共有画面の追加を行い運用している。支援を要する学生につ

いて授業支援、就職支援などの方法を全教職員で情報共有している。 

学生の生活支援のための教職員の組織（学生指導、厚生補導等）については、学生委員

会において学友会、５S委員会、サークル、保健室、カウンセリング室、ボランティア活

動、就職などの各支援担当を置き、組織的に学生生活支援を行っている。サークルについ

ては、    

 また、全学生が本学ボランティアセンターにボランティア登録しており、ボランティア

センターは学生の参加状況・活動内容を把握している。また、ボランティア活動に顕著な

学生に対して、卒業時に活動賞として表彰している。 

 企画推進部が学科専攻ごとの前年度・今年度就職状況を分析・検討しており、その結果

を次年度就職学生の就職支援に活用している。 

 4 年制大学への編入学希望者への支援として、卒業年次の半期授業料相当額を支給する

「私宣言」奨学金を設けている。今年度の該当者は１名であった。 
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Ⅲ 教育資源と財的資源

Ａ 人的資源

教員組織については、各学科・専攻の専任教員は短期大学設置基準に定める教員数を充

足している。また、今年度も定期的に研究倫理研修あるいは e-ラーニングプログラムの受

講が無い教員を対象に、研究倫理研修を実施し、教員の研究倫理に対する意識を高めた。

さらに、教員の研究活動の活発化のために、今年度新たに研究活動評価制度を制定し、活

発に研究活動を実施した教員（研究活動実績が優れる上位 1/3 の教員）に対し、翌年度に

学長裁量経費から研究費を配分することとした。 

Ｂ 物的資源  

2 号館のラーニングセンターを整備し担当教員を配置し利便性を改善した。それにより

実習課題や国家試験対策などで使用する学生が増えた。図書館では、コンピュータシステ

ムの質的向上により検索、登録等の処理をスピードアップし、スムーズな対応、運営を行

っている。また、今年度から、インターネットを介して閲覧可能な電子書籍を整備し、学

生の学習支援を行っている。 

Ｃ 技術的資源をはじめとするその他の教育資源 

 学生と教員の双方向コミュニケーションを促進するためのツールとして、WEB 上に「学

生マイページ」を開設し、PCおよび携帯メールの双方に対応するシステムとして運用して

いる。「学生の目標設定」による学生・教員間のコミュニケーションと「求人票データベ

ース」機能を使用しての求人情報のリアルタイム送信を中心に運用している。また、各学

科・専攻で定める「ディプロマポリシー（学位授与方針）」について、学生の学習到達度

を自己評価アンケートにより測定し、その結果を分析して、教育内容の充実・改善に役立

てている。昨年度から、教育での ICT 活用を推進するために、導入したクラウドサービス

（G-Suite for Education）の活用を積極的に推進し、教職員、学生間のコミュニケーシ

ョンの促進、授業の質的向上、遠隔授業などの多様な学びの提供を可能とする環境を実現

した。今後、更なる応用的な活用について検討を進めていかなければならない。 

Ｄ 財的資源

（財的資源については、事業報告の巻末で財務の概要の記載をする。） 

Ⅳ リーダーシップとガバナンス 

Ａ 理事長のリーダーシップ

理事長は、全教職員の全体会議や、各箇所とのＭＲ会議などで建学の精神、教育理念、

年度経営基本方針などを、教職員に向け繰り返し説明している。また、建学の精神及び教

育理念・目的を理解し、学園の発展に寄与している。 

理事長は毎会計年度終了後 2か月以内には、監事の監査を受け理事会の議決を経た後、

その決算および事業報告を評議員会に報告し意見を求めている。そして、理事会などを通

じ学校法人の運営全般にリーダーシップを適切に発揮している。 

Ｂ 学長のリーダーシップ 

学長は全教職員に対して「建学の精神と教育理念」を具現化するため、「学生の行動目

標を示す福短マトリックス」の教育実践を通して「建学の精神」の意思を具体的に表明
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し、教育目標である「つくり、つくりかえ、つくる」教育の推進に努めている。

また、地域連携活動においても、共創福祉センターの機能を活性化させるよう、近隣自

治体との連携を図りながら社会活動に貢献し、リーダーシップを発揮している。

Ｃ ガバナンス 

監事は、学校法人の業務および財産の状況について、毎会計年度監査を行うなど適宜監

査している。また、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後 2か月以内に理事会および

評議員会に提出している。さらに監事は、理事会・評議員会で、各部署からヒアリングし

た状況を元に、適切な意見を述べている。 

今後監事に求められる役割がますます重要になることから本学でも監事との連携を密に

して、学校運営に取組んでいく必要がある。 

Ⅴ その他（選択的評価基準の取り組み） 

1． 教養教育の取り組みについて

各学科・専攻のカリキュラム・ポリシーの中に教養教育の目的、目標が定められてい

る。教養教育は、①人間と現代の理解、②生涯学習力、③コミュニケーションの 3つの柱

で構成されており、それぞれに適切な科目が配置されるよう工夫されている。 

地域の課題を知り、地域をつくりかえていく人材を育成するため、領域「とやま地域つ

くりかえ学」を設定し、この領域を全学科共通で設置している「地域つくりかえ学」[親

学]「富山コミュニティー論」の３科目で構成している。特に「富山コミュニティー論」

は、学生が小グループで地域に出向き、主体的に地域課題を発見することを目的とした科

目であり、担当教員の支援のもと、テーマの設定や調査の計画等を行い、インタビュー等

の実践の結果を報告書としてまとめている。また同科目では連携協定を結んだ自治体や施

設等から学生が取り組む地域課題を提案いただき、それらのテーマで活動を行っている。 

2． 職業教育の取り組みについて 

「職業選択と自己実現」において、キャリアデザインと自己実現の関連について意識

し、具体的な就職活動のノウハウを指導した。企画推進部では各種学内セミナーを実施す

るとともに、インターネットを介した情報の提供を行っている。また「就職、編入学ハン

ドブック」を作成し、時間を設けて学生に説明し、学生の学びと意欲の向上に繋げてい

る。全ての学科で実習などが行われ、その際に教員や実習先の職員から、職業教育を受け

ている実情があり、支援体制は確立していると考えている。また、履修証明プログラムや

聴講生の受け入れ体制を構築し、地域に対して学びの門戸を開いている。さらに、職業教

育の効果は雇用者へのアンケートなどで測定・評価し、改善に繋げている。 

３．地域貢献の取り組みについて 

例年、地域住民、関係機関職員、高校教諭、高校生、幼児を対象として開催していた公開

講座（地域つくりかえ講座）は、計画・案内をしたが、参加者の安全を最優先し、新型コロ

ナウィルス感染拡大に伴い、規模・回数を大幅に縮小し、令和 2年度は心理学講座２講座、

高岡市共催の健康フォ－ラム特別講演のみ実施し、受講も心理学講座 13名、特別講演 50名

に留まった。また、平成 25 年度から県内自治体と連携し、開催している各地区での地域包

括支援センターで臨床美術の取組みも更に連携自治体が増え、コロナ感染に配慮しながら、

継続的に開催することができた。

さらに連携協定先も年々増え、年度は令和 2 年度は上市町・NPO 法人日本臨床美術協会
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認定活動施設銀の櫂アートスタジオと協定を結び、具体的連携を図っている。

ボランティアセンターは、学生ボランティアコーディネーターを中心にボランティアの

啓発活動として年５回の広報誌の発行、本学のボランティアセンターの歴史についてイン

タビューした様子をYouTubeにて4回配信した。その他、射水市社会福祉協議会との連携で

「若者たちのボランティア活動について」をテーマに対談。その内容を記事にし、本学のホ

ームページと射水市社会福祉協議会のホームページに掲載した。 

４．コロナ禍における対応について 

令和 2 年度における新型コロナウイルス感染拡大により、行政による緊急事態宣言や休

業要請等により、対面で行う教育活動の制限を余儀なくされた。そのような中、教育活動

を停滞させないという新年の下、授業開始は 2 週間程度遅らせることになったが、その間

に遠隔授業の準備・時間割の調整に奔走し、県内の高等教育機関においては、いち早く遠

隔授業の開始を行うことができた。本学にとっても初の経験だったため、授業の再開を優

先しながらも試行錯誤を繰返し、教育活動を継続した。シラバスも遠隔授業用に修正を行

い、手書き修正にはなったが、HP において学生に公開し、授業内においてもシラバスの

修正点について説明を行い、授業を行った。遠隔授業に必要な環境・機器を満たさない学

生については、学内の感染対策を万全に行い、学内において遠隔授業を受講できる場所を

提供した。合わせて、遠隔授業による学生からのアンケート(満足度)調査も行い、可能な

限り授業の質を落とさない対応を行った。

 県からの休業要請も解除された段階で、本学としてのコロナ対策の指針を定め、学内に

おける感染予防対策を施し、6 月中旬に対面授業の再開に踏み切った。これも県内高等教

育機関においては先陣を切る形となった。臨地実習においては、継続して実習生の受入れ

不可の状況が続いたが、文科省の指針に従い、学内実習や演習に切替えて学習時間を確保

した。
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(4) 卒業生進路一覧 

　　　　　　　富山福祉短期大学　第２３回卒業生　進路一覧

社会福祉専攻 （令和3年3月31日現在）

○福祉関係

社会福祉法人　富山城南会 社会福祉法人　飛騨慈光会（岐阜）

社会福祉法人　海望福祉会 社会福祉法人邑元会　障害者支援施設しびらき（埼玉）
社会福祉法人　清楽会
特定非営利活動法人ひらすま
株式会社ウッドフィール

計　8　名
○一般企業 ○進学３年次編入など ○その他

オークス株式会社 東洋学園大学　人間科学部人間科学科

ダスキンヘルスレント 新潟青陵大学　福祉心理学部　臨床心理学科

ポーラザビューティー片町きらら店 富山国際大学　子ども育成学部子ども育成学科
日本福祉大学　通信教育部

計　3　名 計　4　名 計　0　名

介護福祉専攻
○福祉関係

社会福祉法人　マーシ園　 特定医療法人財団五省会　みどり苑

社会福祉法人　福寿会 医療法人社団　双星会
社会福祉法人　光風会 医療法人社団　いずみ会
社会福祉法人　舟見寿楽苑 医療法人財団　恵仁会
社会福祉法人　清楽会 医療法人社団正和会　介護老人保健施設きぼう
社会福祉法人とやま虹の会 株式会社健美福祉会　
社会福祉法人　大山会　はなさき苑
社会福祉法人　緑寿会　越野荘
社会福祉法人高岡市身体障害者福祉会　志貴野ホーム
社会福祉法人立野福祉会　香野苑
社会福祉法人大門福祉会　特別養護老人ホームこぶし園

計　20　名
○一般企業 ○進学３年次編入など ○その他

計　0　名 計　0　名 　計　0　名

看護学科
○医療関係

富山県立中央病院 国立病院機構　富山病院　

富山市民病院 特定医療法人財団　五省会　西能病院　
射水市民病院　 医療法人社団和敬会　谷野呉山病院
砺波総合病院　 医療法人社団弘仁会　魚津緑ヶ丘病院
北陸中央病院　 長谷川病院
黒部市民病院  国立病院機構　金沢医療センター（石川）
厚生連高岡病院　 能登総合病院（石川）
済生会富山病院 市立輪島病院（石川）
済生会高岡病院　 浅ノ川総合病院（石川）
金沢医科大学氷見市民病院　 社会医療法人財団菫仙会　恵寿総合病院（石川）
富山西総合病院　 新潟県病院局（新潟）
富山協立病院 新潟県厚生農業協同組合連合会（新潟）
富山労災病院

計　35　名
○一般企業 ○進学３年次編入など ○その他

計　0　名 計　0　名 計　0　名

幼児教育学科
○福祉関係

社会福祉法人　わかくさ福祉会　 社会福祉法人　浜加積保育園 一般社団法人ミラリレ　2

社会福祉法人　相幸福祉会　 社会福祉法人　魚津保育会 ヴィスト株式会社　2
社会福祉法人　あいじ福祉会　 社会福祉法人　アルペン会 社会福祉法人　ルンビニ園
社会福祉法人　浦山学園福祉会　 飛騨市職員＜保育士＞　 社会福祉法人　めひの野園
社会福祉法人　新川児童福祉会　 高岡市職員＜保育士＞ 合同会社　燈
社会福祉法人　すこやかこども福祉会　 学校法人　富山学院　認定こども園　福岡幼稚園　 株式会社　ニチイ学館
社会福祉法人　愛和福祉会　 学校法人清泉学園　認定こども園　いずみ幼稚園　 多機能型重症児デイサービスおはな
社会福祉法人　東般若保育園 学校法人同朋学園　同朋幼稚園
社会福祉法人　ちいさな花の福祉会 学校法人清光学園　ひかり幼稚園
社会福祉法人　高原福祉会 学校法人　伸和学園　堀川幼稚園
社会福祉法人双葉保育園　ふたばこども園 学校法人　伏木中央学園
社会福祉法人石動青葉福祉会　石動青葉保育園 社会福祉法人　浜岡福祉会　浜岡幼保園（石川）
社会福祉法人本江児童福祉会 小学館アカデミー保育園（東京）
社会福祉法人　わかば福祉会 株式会社リボーン（新潟）
社会福祉法人周山会　やなぎはら保育園 計　49　名
○一般企業 ○進学３年次編入など ○その他

ウィン株式会社

計　1  名 計  0  名 計  0  名

○卒業予定者数 147 順不同です
○就職・進学希望者数 120
○就職・進学者数 120
内定率 100.0%
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(5)新聞記事等報道された資料
No 掲載日 記事タイトル 報道機関名 内容

1 2020/4/3 入学式中止
北日本新聞、富

山新聞、

富大、県立大、国際大、高岡法科大、富山短

大が入学式中止。富山福祉短期大学は７日

に実施するが、入学生は各教室から中継映

像を見る形とする。

2 2020/4/4 入学式取りやめ
北日本新聞

富山新聞

富山福祉短期大学は 7 日に予定していた入

学式を中止する。

3 2020/4/24 
双方向型で学習 富山福祉短大

も

北日本新聞富

山新聞

富山福祉短期大学は 23 日、新型コロナウイ

ルス対策の一環として、遠隔授業を始めた。

4 2020/5/10 ひみ第九 動画で指導 富山新聞

ひみ第九コンサートの実行委員委員会は 9
日インターネットを使った動画によるレッ

スンを始めた。

5 2020/5/13 看護実習めど立たず 北日本新聞

富山福祉短大看護学科は、4 月 23 日からオ

ンライン授業を開始。現場で実習ができな

い分、視聴覚教材などを活用し、必要な知識

を習得できるようにしている。

6 2020/6/29 
オープンキャンパス５学科・専攻

に 170 人
富山新聞

富山福祉短大のオープンキャンパスは 28
日、同大で行われ、県内外の高校生ら約 170
人が学科・専攻の特徴について説明を受け

た。

7 2020/7/12 オープンキャンパス特集 北日本新聞 オープンキャンパス広告

8 2020/7/14 幼児教育学 2 年「絵本ランド」 富山新聞

とやま元気ワールド実行委員会（富山県、富

山市、高岡市、射水市、富山新聞社、北國新

聞社）が主催する「とやま元気ワールド 2020
絵本ランド」はコロナ渦の為、動画にて読み

聞かせパフォーマンス配信する。

9 2020/9/15 ひみ第九コンサート中止 富山新聞

新型コロナウイルスの影響でひみ第九コン

サートが中止になったことを受け、「歌えな

くてもいいじゃない。」音楽塾が 12 日、氷

見市いきいき元気館で始まった。

10 2020/10/10 新湊のマルシェ写真集に 北日本新聞

富山福祉短期大学の学生が複合交流施設

「クロスベイ新湊」で定期的に開かれてい

る「カモメとネコの手作りマルシェ」の PR
写真集を作った。

11 2020/10/11 
投票に行こう【麻生 いづみさ

ん】
北日本新聞

富山福祉短大生麻生いずみさんが「ひとり

親家庭の医療費助成がありがたかったの

で、今後も同様の支援を続けてほしい」と語

る。

12 2020/10/22 観光カリスマら講義 北日本新聞

富山福祉短大国際観光学科は 21 日、USP で

政府認定「観光カリスマ」の山桂一郎客員教

授の集中講義を公開した。

13 2020/9/15 和やかに 車いすバスケ 中日新聞

富山福祉短期大の学生と子どもたちとの交

流が 24 日、高岡市ふれあい福祉センターで

あり、車いすバスケで楽しい時間を過ごし

た。

14 
2020/11/1 
2020/11/4 

国際観光学科 アニメで観光振興
北日本新聞

富山新聞

富山福祉短大の学生が「おおかみこどもの

雨と雪」に登場する家のモデルになった古

民家を地域活性化につなげるため、観光プ

ラン作りに取り組む。
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15 2020/11/1 祝 射水市合併 15 周年 北日本新聞 浦山学園広告記事

16 2020/12/8 
臨床美術周知へ 施設と連携協

定
北日本新聞

富山福祉短大は NPO 法人日本臨床美術協

会認定活動施設「銀の櫂アートスタジオ」と

連携協力協定を結んだ。

17 2020/12/13 入試日程特集 北日本新聞 試験日程広告記事

18 2021/1/22 町の観光振興で協定 北日本新聞
上市町と富山福祉短大は 21 日、観光振興な

どに関する連携協定を結んだ。

19 2021/2/4 アニメ生かし上市活性 北日本新聞

富山福祉短大生 観光３プラン米 t に提案 

発表会は町役場であり、町幹部や花の家サ

ポーターらの20人が学生の提案に耳を傾け

た。

20 2021/2/28 卒業記念 思いを演技に 読売新聞

大島絵本館で 27 日、富山福祉短大幼児教育

学科の 2年生 50人が卒業記念にミュージカ

ル「シンデレラ」を披露した。

21 2021/2/28 運動習慣！始めんけ！ 北日本新聞

富山県厚生部厚生企画 

「受けよう！健康診断」

「～脱！運動不足の巻～」

監修 小川耕平准教授

22 2021/3/2 
新年度から 3 カ年 福祉プラン

を答申
富山新聞

高岡市介護保険運営協議会の炭谷靖子会長

は１日、高橋正樹市長を訪ね、新年度から３

年間の「ほっと福祉プラン 21・高齢者保健

福祉計画・介護保険事業計画」を答申した

23 2021/3/21 147 人巣立つ 富山福祉短大 北日本新聞

富山福祉短大の卒業証書授与式は 19 日、射

水市三ケの同大であり、社会福祉学科の社

会福祉専攻と介護福祉専攻、看護学科、幼児

教育学科の計 147 人が学んだ知識を社会で

生かすことを誓った。

24 2021/3/25 
コミュニティーカフェ「よってか

れま」一新
北日本新聞

障害者の就労支援作業所を運営する NPO
法人むげん(射水市柳田・大門、門田晋理事

長)は同所で開設しているコミュニティーカ

フェ「よってかれま」をリニューアルした。
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富山情報ビジネス専門学校 

(1) 令和 2 年度学生募集活動の結果としての令和 3 年度入学生数

令和 3年度入学定員 220 名に対して入学生数 214 名（定員充足率は 97.3％）となった。 

令和 2年度は、新型コロナウイルスの影響により 3月～6月中旬までの高校訪問・高校ガ

イダンスなどのリアルでの接触が不可能となった結果、昨年度と比べて母集団並びに来

校数が大幅に減少する事態になった。それを受けて、対策として 4 月から SNS 広告と個

別相談の充実を図った。6月末からオープンキャンパスを開始したが高校生の自粛ムード

もあり、参加者の減少が予想されたので、リクルートの OC アンケートを用いて OC 内容

のブラッシュアップ・教員と連携した PDCA サイクルの確立を行うことで歩留まりを向上

させることができた。その結果、母集団数・来校者数・高校訪問件数すべてにおいて目標

には届かなかったが、専攻ごとのターゲットにマッチした OC の実施によって、4 学科中

3学科で昨年よりも多い入学者数を確保することができた。しかし、コロナに対応した広

報活動が 6 月まで遅れた影響で、早期接触が重要な医療事務学科において入学生を集め

きれなかった。 

具体的な要因は下記のように分析した。 

・新型コロナウイルスの影響で自粛ムードが広がり、6月末まで、高校生と全く接触がで

きない状況が続いた。高校生は、進路選択する上で、大学・短大・他専門学校等と比較

する目的で当校のオープンキャンパス・学校説明会等に参加している事実があるが、実

際に来校して貰えない状況が続いたことで、前評判やネット上の評価で志望校を決め

てしまった高校生も多く、学校の認知度が大きく募集に影響した。ただ、来校した高校

生の歩留まりは 71％と非常に高くなっていた為、次年度は実際の来校まで繋げられる

かがポイントと考えている。 

・今年度実施した youtube 広告、ジオターゲティング広告、リターゲティング広告は視聴 

率やクリック率は平均よりも良く、富山県内の高校生に本校の情報を届けることがで 

きていた。（youtube 動画・Instagram 動画広告における動画の総視聴回数は 103,304 回。 

そこから HP への誘導数は 1,292 名。コンバージョン（来校申込）は 39件。ジオターゲ 

ティング広告におけるバナー広告は、表示件数 3,157,752 回。そこから HPへの誘導数 

は 4,846 名。コンバージョンは 29名）総数でコンバージョンとしては 68件と高い効 

果を発揮した。しかし、広告を開始したのは 6月中旬と出遅れていたこと、これらの広 

告の着地点である HP の改修完了が 7月下旬で、HPに訪問してからのフォローがうまく 

できなかったことが課題である。次年度は SNS 広告を行うことを前提に、HP へ訪問さ 

れた方の動線の整理を行い、資料請求・来校までのアクションのしやすいように HPを 

改善する必要があると考えている。 

・学科別では、医療事務学科がコロナの影響で接触できない間に、高校生が本校を知るこ 

となく他校への進学を決めた層がいたことが入学者減となった最も大きな要因と考え 

られる。次年度は 2年募集の考え方に基づいて、直接接触に限定せず、WEB 広告や FAX、 

メールなど様々な手段を活用して早期から情報を伝えていこうと考えている。 

以上のことを踏まえ、次年度は課題対応も含め、下記の活動に重点をおき、活動を推進

する。 

① オープンキャンパス（WEB オープンキャンパス含む）参加者増に向けた活動 

SNS を活用したスマホ世代へのアプローチ。大学進学層に向けても幅広く配信。 

（Youtube,Instagram での動画広告配信、ジオターゲティング広告の強化） 
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② 母集団増、オープンキャンパス参加者の更なる歩留まりの向上 

リクルート OC アンケートを用いた OC 内容のブラッシュアップと教職員との PDCA サ

イクルを継続実施する。 

Web オープンキャンパス、オンラインオープンキャンパスの実施で、高校生が見てく

れる動画コンテンツを配信。専攻ごとに、わかりやすく魅力が伝わるような動画を制

作。また、オンラインでの導線を明確にし、広告⇒動画視聴⇒資料請求⇒来校のルー

トを確立する。 

③ 専攻別の募集 

   高校生に職業が意識しやすいような広報を行い、学科ではなく専攻を前面に出した募 

集活動を推進する。また、業界の今後の見通し等、業界を選びやすい広報物の発信を 

行う。 

(2)重点目標・活動計画を中心とした取り組み成果

Ⅰ 建学の精神と教育の効果 

Ａ 建学の精神

令和２年度においては、朝礼において唱和し、その理解を深める等、全教職員が建学の精

神、教育目標に基づいた学生の人材育成及び業務の推進を行った。

学生については、Bit ハンドブックに建学の精神、教育理念、教育目的、教育目標、教育

方針、行動規範、ディプロマポリシー、カリキュラムポリシー、アドミッションポリシーを

掲載し、新入生オリエンテーション、クラス活動において学生に内容を周知、理解させた。

学校外への周知手段として、建学の精神、教育理念、教育目的、教育目標、教育方針、行

動規範、ディプロマポリシーを学校のＷｅｂページと学校案内パンフレットに掲載し、企業

関係者、高校関係者、高校生等に周知した。

職業実践専門課程の対象学科では、教育課程編成委員会において、ディプロマポリシー及

びカリキュラムを業界関係者に提示して意見をもらった。

Ｂ 教育の効果

令和２年度は授業アンケートの活用について、検証と改善を行った。各質問に 3.0 未満

（4.0 満点）の数値がついている科目を抽出し、その科目については、授業アンケートに記

載されている「教員の振り返り」及び「教員の改善策」の内容を確認し、次年度改善を図る

ことが可能か検証を実施した。記載内容から判断出来ない場合は、担当教員にヒアリングを

実施し、改善内容を一緒に検討した。2 期連続で改善が認められなかった場合は、担当教員

の交替も検討した。令和元年前期は 23 科目あったが、令和２年度前期は 15 科目に減り、

改善が見られた。

Ｃ 自己点検・評価

財団法人短期大学基準協会の評価基準に沿って、富山情報ビジネス専門学校の令和元年

度自己点検・評価報告書を作成した。本校の中期経営計画や重点目標・活動計画も、この基

準に合わせて活動していることから、この報告書は令和元年度の本校の学校運営・教育活動

の総括的な意味合いとなる。

報告書作成にあたり、自己点検・評価委員会を立ち上げ、箇所全体にその目的と評価基準
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について周知し作成した。

評価項目は、Ⅰ.建学の精神と教育の効果、Ⅱ.教育課程と学生支援、Ⅲ.教育資源と財的資

源、Ⅳ.リーダーシップとガバナンス、の４項目と、選択的評価基準項目として、職業教育

の取り組み、地域貢献の取り組み、の２項目について自己点検・評価を行った。

各項目とも「基準・テーマ・区分」のそれぞれの観点で点検をおこなった。課題について

は報告書全体で 7 項目の課題が挙げられた。今回の主な課題は以下の２点であった。

① 学修到達度評価（学修成果の可視化）の取り組みについて

② ネットワーク整備について

これらの課題は、箇所内の全体会議で共有され、対応部署、対応時期を確認し、令和２年

度及び令和３年度以降に分けて対応計画を作成し、対応を行っている。また報告書をＨＰに

て公開することで地域やステークホルダーに対しての情報発信を行っている。

これらの取り組みを継続的に行うことで、今、専修学校が求められている ①教育の質の

保証、②社会に対する説明責任、③学校評価を通じたガバナンス改善に向けた自主的な取り

組みの推進をより効果的・発展的に行っていく。

Ⅱ 教育の課程と学生支援 

Ａ 教育課程 

各学科のカリキュラムを見直し、できる限り高校生にとって魅力のある資格取得とその

科目設定となるようにした。 

また、教育目標にある「社会性」「創造性」「国際性」を養うという目的と位置づけを明

確にした科目を設定した。 

・「社会性」：ＮＩＢ講座（新聞活用講座） 

新聞を通して情報を正しく読み取り、表現する力を身に付ける。（読解力、思考力、 

表現力、プレゼン力など） 

・「創造性」：表現力 

歌唱や演劇といった様々な表現を楽しく学び、呼吸や発声等も基礎から実践的に学習 

する。そして、コミュニケーション力の向上をねらう。 

・「国際性」：異文化コミュニケーション 

留学生との交流を通して、文化や価値観の違う多様化社会において必要となる異文化 

理解をねらいとする。 

Ｂ 学生支援

「知識の向上」「意欲の向上」「コミュニケーション力の向上」を掲げている当校は、入学

前から積極的に学生とのかかわりをもつため、ＨＰ，ＳＮＳ等による情報提供はもちろん、

在校生のサポートに基づいたオープンキャンパス、学校説明会等、年間を通して実施してい

る。また、入学前オリエンテーションを２日間かけて行い、学校生活がより円滑になるよう、

丁寧な指導を行っている。 

入学後においては、Google クラスルームを活用した連絡体制、Google フォームを活用し

た学修到達度自己評価等を行い、ＡＤや教職員とのやり取りを密に行っている。また、その

自己評価や授業アンケートを活用して、教育の質保証を図っている。 

事務的なサポートは、学事部が業務改善を重ね効率化を図っており、窓口対応や各種証明

書の申請は Google フォームから行うようにした。学生生活満足度アンケートも Google フ
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ォームで実施し、学生支援体制や学校施設等について、学生の意見を収集した。 

資格取得については通常のカリキュラムに落し込まれている。昨今、増加傾向にあるメン

タル面の問題を抱える学生への対応についても、カウンセラーを積極的に活用している。 

就職・進学における、本年度数値実績は以下のとおりとなった。 

卒業生      ：197 名 （専門 123、日本語 74） 

内就職希望者   ： 94 名   

内進学希望者   ： 85 名 （専門 18、日本語 67） 

合計        179 名   

内就職先決定者  ： 93 名/ 94 名内定率 98.9%（目標対比：98.9％ 昨年対比：98.9％）   

内進学先決定者  ：85 名/ 85 名進学率 100.0%  （専門 18、日本語 67） 

合計：178 名/179 名 99.4%  → 就職先・進学先決定率 

Ⅲ 教育資源と財的資源 

Ａ 人的資源 

情報システム学科において文科省委託事業を通して、学科の専門分野におけるカリキュ

ラム開発及び教材開発を行った。製造 IoT 基礎科目 2 科目(基礎概論・基礎演習)の教材開

発を行い、テキスト教材を作成した。次年度以降、開発したテキスト教材の学科カリキュラ

ムへの導入、他校等への普及を行っていく。 

職業実践専門課程に認定されている高度情報システム学科、情報システム学科、ホテル・

ブライダル学科、医療事務学科では、継続的に教育課程編成委員会を開催し、各学科におけ

る人材育成の方向性と輩出する人材像について、関係業界や社会ニーズと合致しているか

否かを照らし合わせている。これにより教育の質を高め、より実践的で社会のニーズに沿う

教育活動を具現化する。 

また、教員の能力・資質向上をめざし、職業実践専門課程の規定に則り、専門分野と教育

一般の両面における能力向上のための研修計画の立案と、実績確認をおこなった。学内にお

いても、教務部内でＦＤ研修規程を作成した。教員相互の定期ミーティングや指導事例の共

有、学科を越えた情報共有を体系的に実施し、教務サービスへの取組をより発展的におこな

った。 

事務職員においては、各種研修会への参加や学生生活調査の実施等をもとに、その業務能

力向上と業務成果の質向上に向けた取組をおこなった。 

学校関係者評価委員会においては、教育活動と教育環境全般について、自己点検・評価結

果を基に報告をおこない、客観的な評価をうけ、学校の方向性と付帯環境について話し合っ

た。委員それぞれの立場で、より質の高い人材育成を実現するため、意見交換する場をもつ

ことができている。 

Ｂ 物的資源 

 緊急度・利便性を考慮し、下記の調査・整備・補修等を実施した。 

1）全館ＬＥＤ電灯への取り換え 

2）コロナ禍における遠隔授業実施のための物品整備 

（ＰＣカメラ、クロムブックなど） 

3） Wi-Fiアクセスポイントの適切な配置整備 
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Ｃ 技術的資源をはじめとするその他教育資源

コロナ禍において、遠隔授業がスムーズに実施できるように、環境の整備、学生への受

講講習、教員（常勤、非常勤）に対する講習をマニュアル化し、数回にわたって講習会を行

った。

学生に対して専門課程全学科の入学生に対し、情報技術の向上のため「コンピュータス

タートブック」を作成し、学生に配布・説明した。実習室・教室設置の教育機器は、常に授

業運営に支障の無いよう、コンピュータ担当教員が維持管理を行っている。

Ｄ 財的資源 

（財的資源については、別途概要を記載する） 

Ⅳ リーダーシップとガバナンス 

Ａ 学校法人の管理運営体制 

理事会については、浦山学園寄附行為に従い学校法人における最高意思決定機関として

適切に運営されている。専門学校においては、学校法人としての機関決定である理事会承

認・決議事項を運営会議と関連付け、ＰＤＣＡサイクルの確立を図った。さらに、情報公

開については、学校法人の高い公共性と社会的説明責任を鑑み、法定の情報公開（閲覧）

を行っていると同時に、事業報告や教育情報についてもＨＰ上で積極的に公開をしてい

る。 

Ｂ 専門学校の教学運営体制 

専門学校運営会議において、審議が円滑に進むよう方針管理を行った上で、諸課題への

対応を行うとともに、機関決定事項について校内関係部署での共有と実施を徹底させてい

る。運営会議その他各種会議の議事録は整備されている。教育理念に基づく教育活動が推

進されるように方針管理を一層明確にし、学習効果及び三つの方針に対する認識をもって

各学科が運営されるように適切な手立てを講じる必要がある。それらの手立てについて、

自己点検・評価活動において具体的な振返りが行えるようにリーダーシップを発揮する必

要がある。 

Ｃ ガバナンス         

経営改善計画にそって令和３年度経営基本方針、事業計画（重点目標・活動計画）および

予算を策定している。経営基本方針は９月、事業計画（重点目標・活動計画）および予算に

ついては２月理事会にてそれぞれ審議され決定している。 

Ⅴ その他（選択的評価基準の取組み） 

設置学科のうち４学科において職業実践専門課程の認定を受けており、高等教育におけ

る職業実践的な教育に特化した取り組みを行い、企業との密接な連携により、最新の実務の

知識を身に付けられるよう教育課程を編成している。より実践的な職業教育の質の確保に

組織的に取り組めるような実施体制が確立している。 

(3)その他の活動プログラム（社会人教育事業）

① 職業教育の日に関する事業
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富山県専修学校各種学校連合会の事業の一環として、例年、小中学生を対象に「夏休

み職業体験講座」を実施していたが、コロナ禍の影響により、中止となった。

また、例年行っていた「ビビット祭」（学園祭）における「お仕事チャレンジ」も中止

となった。

② ＴＡＣ事業

社会人の資格取得意欲の低下や試験科目の変更により、受講生は伸び悩んでいる。主

要講座の公務員講座に重点を置くと、通学生の対応にスタッフが専念する必要があり、

現状の体制における課題となっている。アルバイト対応を検討し広報活動ができるよ

うな体制をつくりたい。
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(4) 卒業生進路一覧 資料 

令和３年３月３１日現在

【就職】※同一企業に複数内定先有

高度情報システム学科
シスプロジャパン株式会社 株式会社トヤマデータセンター 株式会社トヨックスソフトウェア

株式会社北陸コンピュータビジネス トナミ運輸株式会社 北越商工株式会社

情報システム学科

AWS株式会社 医療法人双星会 イズミ株式会社

大和製薬株式会社 小倉建設株式会社 株式会社アップロード

株式会社今村組 株式会社エイジェック 株式会社オレンジ

株式会社KEC 株式会社MINAMI 株式会社VIN

株式会社ジオインフォシステム 株式会社日本オープンシステムズ 株式会社野手組

株式会社ブレインファクトリー 株式会社プレステージ・インターナショナル 株式会社北陸ソフタス

株式会社盛システム開発 株式会社ユーコム 三東テクノスチール株式会社

東洋通信工業株式会社 トナミ運輸株式会社 日本カーボンエンジニアリング株式会社

日本赤十字社 富山赤十字病院 ハイテクシステム株式会社 北電情報システムサービス株式会社

常願寺川生コンクリート有限会社

モバイルビジネス学科

株式会社エイジェック 株式会社丸栄製作所 株式会社三佳

株式会社立業社 ゲンキー株式会社 立山化学株式会社

日本ソフテック株式会社 北陸エリア・レンタカー株式会社 山辺事務機株式会社

株式会社斉藤木工所

ホテル・ブライダル学科
オークス株式会社 ヴィラ・グランディスウェディングリゾート富山 キャナルサイド ララシャンス

株式会社ホテル黒部 有限会社桃源

医療事務学科
あいARTクリニック 株式会社ひかりファーマー よねもり歯科

診療情報管理士専攻学科

あいおい歯科　イオンモール高岡医院 医療法人社団　埼玉巨樹の会　新久喜総合病院 医療法人社団志貴野会 サンバリー高岡病院

医療法人社団　博洋会　藤井病院 大野クリニック 榊原記念病院

社会福祉法人　恩賜財団　東京都済生会中央病院 社会福祉法人　恩賜財団　富山県済生会富山病院 順天堂大学医学部付属静岡病院

高岡市民病院 富山協立病院 国立大学法人　富山大学附属病院

インターナショナルビジネス学科

株式会社延楽 株式会社オフィスケイ 株式会社豊栄システムズ

株式会社くら寿司 株式会社ジョイテル 富山県国際研修振興協同組合

勝星産業株式会社 セプラ株式会社 前田薬品工業株式会社

萩原塗装 フードプロセス株式会社 澤川鍛造工業株式会社

有限会社ワーキー 有限会社ハッピーフーズ

日本語学科

有限会社小泉製作所 株式会社協立工業

【進学】※同一校に複数合格先有

医療事務学科
富山情報ビジネス専門学校　診療情報管理士専攻学科

日本語学科 企業数
穴吹パティシエ・福祉専門学校介護学科　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　穴吹ビジネスカレッジ国際ビジネス学科ビジネスコースＣＡＤ製図専門学校

グレッグ外語専門学校 京都日産自動車専門学校 鈴鹿オフィスワーク医療福祉専門学校

専門学校アートカレッジ神戸 中央情報専門学校 徳島穴吹カレッジ国際ホテルビジネス学科

富山情報ビジネス専門学校ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ﾋﾞｼﾞﾈｽ学科富山情報ビジネス専門学校ホテル・ブライダル学科富山情報ビジネス専門学校日本語学科

中野スクールオブビジネス 新潟医療福祉カレッジ 日産愛知自動車大学校　　自動車整備科

NIPPONおもてなし専門学校 ポプラ医療福祉学校 明生情報ビジネス専門学校

読売自動車学校

○卒業者数 197
◯就職・進学希望者数 179
◯就職・進学決定者数 178
○進路決定率 99.4%

富山情報ビジネス専門学校　第５２回卒業生　進路（内定先）一覧
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(5) 新聞記事等報道された資料 

No 掲載先 掲載日 記事タイトル 記事のポイント 

1 

北日本新聞 

令和2年年4月4日 

入学式取りやめ 

H31入学式 

富山新聞 入学式中止 

2 北日本新聞 令和2年4月15日 
Eラーニング活用授業サービス導

入 
デジハリ導入 

3 

北日本新聞 令和2年5月12日 遠隔授業で学び全身 

遠隔授業開始 

富山新聞 令和2年5月12日 オンライン活用 360人が初講義 

4 富山新聞 令和2年6月29日 9専攻に60人参加 オープンキャンパス 

5 北日本新聞 令和2年8月26日 
ニュースがわかるぶんぶんプラ

ス 

NIB講座で若者の低投

票率について議論 

6 北日本新聞 令和2年8月29日 「うみぽす」への応募動画を発表 

うみぽすグランプリ

2020に向けたワークシ

ョップ開催 

7 北日本新聞 令和2年10月26日 コメ贈り留学生支援 

東となみロータリーク

ラブが留学生にコメ

400キロ贈答 

8 

北日本新聞 令和2年12月1日 庄川峡で船上挙式 
砺波市の庄川遊覧船で

模擬結婚式 
富山新聞 令和12月1日 船上の「フォト婚」いかが 

9 富山新聞 令和2年12月4日 
学生が宿泊プラン提案 富山の

名産料理、神社巡り 

第一イン新湊に宿泊プ

ランの提案 

10 北日本新聞 令和3年2月4日 卒業予定者が研究成果発表 
在学中に取り組んだ研

究を紹介 

11 北日本新聞 令和3年3月2日 優良教員・学生32人たたえる 
県専修学校各種学校連

合会の表彰式 

12 北日本新聞 令和3年3月13日 197人巣立つ R2卒業式 
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金沢中央予備校  

(1)令和2年度学生募集結果としての令和3年度入学生数 

令和 3年度の入学生数は 5月 1日現在で 22名である。令和 3年度学生募集につなげるため、教務活動改革

（学力増進のためのプログラム改革）、広報活動改革を積極的に推進し、在籍生の学力の向上に例年にも増

す成果がみられたが、本校の学習環境への認知度の著しい向上にはつながっていない。各活動に改善を加え

るとともに、新規事業にも積極的に取り組んでいきたい。 

 １ 教務活動改革 

①学力セグメントを導入し、セグメントごとに特徴ある学習プログラムを整備した。 

  ②レベル別授業における１学期授業回数の増加と、基礎レベル授業の指導改善（授業内での復習の導

入）の継続を行った。 

  ③学習指導カルテを生徒全員に用意し、指導における個別対応を向上させた。 

  ④到達度確認テスト・外部模試結果に基づく生徒への学習改善指導を強化した。（チューター・教科担

当） 

  ⑤学習ノートを活用し学生の学習改善に努めた。（春期・1学期・夏期・2学期・冬期） 

  ⑥感染症対策として、遠隔授業を実施した。（4・5月） 

２ 広報活動の改善 

  ①高校訪問：高校別に募集目標を設定し、高校別に年間を通じた計画性のある活動を行った。 

  ②ＨＰの更新：更新時期・内容を再検討した。 

  ③公開講座を 11月・1月・2 月に実施し、現役生に本校に対する認知度を向上させた。

新年度は令和 2年度の教育活動の反省に立ち、本校の特徴である「学び方改革」実現のプログラムのさら

なる改革と「学力セグメント」に基づく指導体制の再編により、学生一人一人の教育環境を改善し、地域の

責任ある教育機関として、学生の学力向上・人的資質の向上に資する教育活動を実践していきたい。  

(2)重点目標・活動計画を中心とした取り組み成果 

Ⅰ 建学の精神と教育の効果 

１）教育目的 

本校は、高等学校在籍者・高等学校卒業者およびそれと同等以上の資格があると認められ大学受験希

望者に対して、社会性・創造性豊かな人間形成を基本とした進学指導を行う。 

２）教育方針 

本校は、〈知識・意欲・コミュニケーション〉の充実を目的とした指導、すなわち、 

①知識を最大限に高め、広める、最高の学習環境を提供する。 

②明確な目標と信頼できる方法論を提示し、常に生徒の学習意欲を啓発する。 

③生徒・教職員間の潤沢なコミュニケーションを確立し、共に目標を完遂する。 

以上の指導方針に基づき、上記の教育目的の達成を図る 

  ３）進学 

  [主な進学先] 

国公立 : 北海道大学・金沢大学・奈良女子大学・名古屋工業大学・金沢美術工芸大学・ 

富山大学・信州大学 他    

私 立 : 東北医科薬科大学（医）・立命館大学・龍谷大学・近畿大学 他 

Ⅱ 教育課程と学生支援 

本校は、教育目標実現のため、総合コース・個別指導コース・サテライン総合コースとも、個別対応を
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基本とした教育効果向上プログラムに沿って、教育体制を整備している。 

 １）総合コース・レベル別授業について 

・生徒の在籍希望コース・クラス、及び、学力診断テスト結果に基づき、各教科を 4～2 段階のレベ

ル別授業を実施した。授業を通じての学力向上状況を定期的に図るため、従来の全国模試に加え、

毎月、到達度度確認テストを実施し、常に知識の定着度の確認を行い、不十分な生徒に対しては、

個別指導による学力向上を図った。 

・生徒対象アンケートを実施し、生徒の要望・問題点を箇所会議で検討し、担当講師へのアドバイス、

生徒へのアドバイス・個別指導に反映させた。 

２）個別指導コースについて 

・本校独自の取り組みである「個別指導コース」のカリキュラムにより、一人ひとりの学力・志望校・

希望学習形態を確認し、①レベル別授業に付加する個別指導、②生徒の課題に対する個別指導、③

志望校に対する個別指導を実施した。 

・毎週実施するコーチング（学習状況の確認・改善指導）により、年間を通じ偏りのない学習に取り

組ませた。コーチングは、とかくストレスの多い生徒の精神上のサポートとしても大いに役立った。 

３）各種アンケート・教科会議 

・生徒対象授業アンケートを実施し、集計結果を全講師に開示し、生徒の要望に関しては、改善に向

けたアドバイスを行なった。同時に講師対象アンケートを実施し、講師の抱える課題・意識を把握

し、個別に課題解決に向けた検討を行った。 

・教科会議(年 5 回)を実施し、生徒の成績データをもとにレベル別授業・個別指導の改善を図った。 

４）基本的学習姿勢および意欲の向上、基本的生活習慣の徹底 

あいさつの励行をホームルームや掲示等を通して、生徒の意識を高めるとともに、教職員自らが実

践した。 

また、本校のよりよい学習環境の提供と生徒の積極的活用を推進するために、教職員による校内巡

回を徹底し、整理整頓、現状把握、問題発見と早期解決に努めた。 

(3) その他の活動プログラム 

特になし 
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（４）卒業生進路一覧 

　　　　　　　金沢中央予備校　令和２年度本科生　進路一覧

国公立文系コース 　　　（令和３年３月３１日現在）

国公立大学 私立大学 専門学校その他

金沢大学（人間社会学域－国際学類） 金沢星稜大学（人間科学部－子ども学科）

金沢美術工芸大学（美術科－日本画専攻）

富山大学（人文学部－人文学科）

北海道大学（教育学部－教育学科）

計 4 名 計 1 名 計 0 名

国公立理系コース
国公立大学 私立大学 専門学校その他

信州大学(工学部－電子情報システム工学科） 金沢工業大学（建築学部－建築学科）

計 1 名 計 1 名 計 0 名

私立文系コース
国公立大学 私立大学 専門学校その他

東京経済大学(経営学部－経営学科）

武蔵大学（社会学部－メディア社会学科）

立命館大学（文学部－日本史研究学域）

計 0 名 計 3 名 計 0 名

私立理系コース
国公立大学 私立大学 専門学校その他

武庫川女子大学(看護学部－看護学科）

計 0 名 計 1 名 計 0 名

個別指導コース
国公立大学 私立大学 専門学校その他

富山県立大学（工学部－環境・社会基盤工学科） 愛知学院大学（商学部－商学科） 九州デザイナー学院

名古屋工業大学(工学部－社会工学科） 大阪工業大学(知的財産学部－知的財産学科） 京都外国語専門学校

奈良女子大学(理学部－化学生物環境学科） 神奈川工科大学(応用バイオ学部－応用バイオ科学科）

金沢工業大学(建築学部－建築学科）

金沢工業大学(情報フロンティア学部－心理科学科）

金沢星稜大学(経済学部－経営学科）

近畿大学(工学部－機械工学科）

甲南大学(理工学部－生物学科）

東北医科薬科大学（医学部－医学科）

名城大学（経済学部－経済学科）

立命館大学(産業社会学部－現代社会学科）

龍谷大学（政策学部－政策学科）

計 3 名 計 12 名 計 2 名
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富山福祉短期大学訪問看護ステーション 

令和２年度の訪問看護ステーションの活動は以下の通りであった。 

① COVID19感染流行に伴い、医療依存度の高い利用者の依頼がひと月当たり6～7件と急増。

新規依頼をうけるため、今年度は2名のスタッフが増員となった。経験、スキルも高く、

単独訪問が1ヶ月程度で可能となり、新規依頼を受けることに繋がった。目標件数345件
としたが、モニタリング訪問を合わせると毎月400件以上の訪問となった。スタッフ増員

後収益は3,400,792円/月に対し、ほぼ達成した。 

② 受託事業業務として、デイサービスとの提携契約が週4回から週5回へ増え、また定期巡

回モニタリング利用者が訪問看護への移行となるケースが5件ほどあり、増収に繋がった。 

③ 訪問看護ステーションのスタッフの教育については、コロナ化でもあり、積極的な開催

には至らなかったが、外部オンライン勉強会に変更し知識の充足とした。また、訪問看

護師ＯＪＴガイド＆シートの継続的活用をおこない、個々のスキルアップを推進した。

管理者研修はすべて参加、得られた知識、情報はメールを使用しスタッフへ共有した。

訪問看護連絡協議会監事の任期を無事終了する。また、厚生労働省委託事業、訪問看護

講師人材養成研修会の富山県代表に選出していただき、無事、全課程を修了した。 

④ 今年度も看護学科の在宅看護実習を14名受け入れ、学生の指導・教育を通して教育研究

の貢献を行った。COVID19の影響により、他ステーション実習を予定されていた学生が実

習不可となり、見学実習の追加10名行った。例年同様地域つくりかえ学の講師を務めた。 

総括：今年度も、当ステーションが高度な医療的ケアを必要とする利用者の対応が可能

であることから、医療機関・ケアマネージャーからの新規依頼が増加した。スタッフが

増員されたことで新規依頼を受けることに繋がり、目標達成となった。

 次年度は、さらに目標を高く持ち、スタッフ一丸となり、必要とされている地域への

参入を目指していく。
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４．理事会・評議員会の開催状況

理 事 会

①

①

②

③

④

⑤

①

②

①

②

③ NPO法人の設置について

①

②

③

④

①

②

①

② 富山情報    専門学校校長（任期 令和3年度~令和4年度） 選任    

③ 理事会 運営 関  規程 変更    

④ 学長 校長選考規程 変更    

⑤ 富山情報    専門学校 学則変更    

①

②

①

②

③ 令和2年度卒業生 進路状況    

④

①

②

③

④

⑤

⑥

08

【報告事項】

【審議事項」

委任状
出席

【報告事項】

【審議事項】

富山福祉短期大学学長等選考規程及 富山情報    専門学校校長等選考規程 変更    

富山福祉短期大学 富山情報    専門学校 学長 校長候補選考委員    

1

118

主 な 議 案 内 容

7 2 1

【報告事項】

開催年月日

監
事
の
出
席
状
況

理事出席者数
（名）

第6回
令和3年2月26日

理事

評議員会 選任   評議員 理事及 候補者 同意    

新型コロナウイルス感染拡大予防に関する学園の状況について

富山福祉短期大学学則変更    

2
第3期中期経営改善計画について

富山情報    専門学校 学則変更    

監事
定員 7名以上12名以内
現員 9名 2名

2名以上3名以内

任期満了 伴 評議員 推薦 選任    

出席
者数

（  現員数 令和2年5月1日現在  ）

任期満了 伴 理事 選任   監事候補者 選出    

職業紹介・労働者派遣事業の申請等報告

令和3年度 経営基本方針     

第1回
令和2年5月29日

令和2年度（2020年度）監査計画    

令和2年度（2020年度）入学生及 在籍者数    

新型コロナウイルス感染拡大予防に関する学園の状況について

【審議事項】

令和元年度（2019年度）事業報告及 決算    

8 0 1

第3回
令和2年9月25日 7

第2回
令和2年5月29日 教育目標 指針 行動規範 変更    

国際観光学科 履行状況報告    

【審議事項】
富山情報    専門学校  教育 社会福祉専攻課程  廃止 伴 寄付行為 変更    

有料職業紹介所及 人材派遣事業所 設置    

2 1

【審議事項】

令和3年度 経営基本方針  加筆修正    
【報告事項】

【審議事項】

第5回
令和3年2月26日

富山福祉短期大学 学則変更    

第4回
令和2年11月30日 7 1

新田氏 理事及 評議員 退任    

富山福祉短期大学学長（任期 令和3年度~令和4年度） 選任    

令和3年度事業計画    

令和3年度 理事会 評議員会 年間          

令和3年度役員報酬    

令和3年度入学生 募集状況    

令和3年度予算    
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評 議 員 会

①

②

③

④

⑤

⑥

①

②

①

②

③ NPO法人の設置について

①

②

③

④

①

②

①

② 富山情報    専門学校校長（任期 令和3年度~令和4年度） 選任    

③ 理事会 運営 関  規程 変更    

④ 学長 校長選考規程 変更    

⑤ 富山情報    専門学校 学則変更    

①

②

③ 令和2年度卒業生 進路状況    

④

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

115第4回
令和3年2月26日

【報告事項】

2

開催年月日

第１回
令和2年5月29日

第2回
令和2年9月25日

1

15名以上25名以内

現員

有料職業紹介所及 人材派遣事業所 設置    

主 な 議 案 内 容

出席
者数

委任状
出席

新田氏 理事及 評議員 退任    
【報告事項】

富山福祉短期大学学長（任期 令和3年度~令和4年度） 選任    

1

1

評議員
出席者数
（名）

監
事
の
出
席
状
況

定員

評議員

任期満了 伴 評議員 理事 選任   監事候補者 同意    

評議員会 先立  開催   理事会    推薦 選任   評議員 理事及 候補者   選出   監事    

令和3年度入学生 募集状況    

新型コロナウイルス感染拡大予防に関する学園の状況について

令和3年度 経営基本方針     

令和3年度 理事会 評議員会 年間          

【審議事項】

富山福祉短期大学学長等選考規程及 富山情報    専門学校校長等選考規程 変更    

新型コロナウイルス感染拡大予防に関する学園の状況について

令和3年度 経営基本方針  加筆修正    

令和元年度（2019年度）事業報告及 決算    

富山情報    専門学校 学則変更    

（  現員数 令和2年5月1日現在  ）

【審議事項】

19名

富山情報    専門学校  教育 社会福祉専攻課程  廃止 伴 寄付行為 変更    

富山福祉短期大学 富山情報    専門学校 学長 校長候補選考委員    

【報告事項】 職業紹介・労働者派遣事業の申請等報告

第3期中期経営改善計画について

令和3年度事業計画    

令和3年度予算    

令和3年度役員報酬    

富山福祉短期大学 学則変更    

【報告事項】

令和2年度（2020年度）監査計画    

令和2年度（2020年度）入学生及 在籍者数    

教育目標 指針 行動規範 変更    

富山福祉短期大学学則変更    

国際観光学科 履行状況報告    

第3回
令和2年11月30日

14 4

17

【審議事項】

【審議事項】
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３ 財務の概要 

１ 事業活動収支の概要 

※計算書類 P13、14 参照 

◆学生在籍者数は、短大は国際観光学科 15名の入学があったが全体として横ばい（令和元年度 431名、令和 2年 

度 432名）であり、専門学校で 72名の増加（令和元年度 289 名、令和 2年度 361 名）、予備校では 20名の減少

（令和元年度 53名、令和 2年度 33名）となり、学年全体で 57名の増加となりました（令和元年度 769名、令和  

2 年度 826 名）。3期ぶりに 800 名台となりました。 

これによって教育活動収入は、1,003 百万円（予算比△5％）であったが 4期ぶりに 1,000 百万円台となりまし

た（令和元年度教育活動収入：942 百万円）。 

また、人件費支出は 551 万円（予算比△8％）、また、教育研究費、管理費とも予算より減少したため、教育活動支出は

970 百万円（予算比△6％）となりました。 

これにより、教育活動収支差額は 33 百万円となり、4 期ぶりの黒字となりました。 

事業活動収支計算書（経常収支）
（単位：百万円）

予算 差異

学生生徒等納付金 867 71
手数料 12 2

寄付金 10 0
経常費等補助金 95 -8

付随事業収入 57 -10
雑収入 12 -3
教育活動収入計 1,054 51

人件費 601 50
教育研究経費 322 9

管理経費 109 2
教育活動支出計 1,032 62

教育活動収支差額 22 -11
受取利息・配当金 0 0

教育活動外収入計 0 0
借入金等利息 1 0

教育活動外支出計 1 0
教育活動外収支差額 -1 0

経常収支差額 21 -1132
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科目 決算

教
育
活

動
収

支

収
入

796

11
11

103
67
15

事業活動収支計算書（支出の部）
（単位：百万円）

予算 差異
601 50
410 33
157 3
322 9
50 10
18 11
109 2
27 -4
3 0

1,032 62教育活動支出計 970

管理経費 106
   広    報    費 31
   雑          費 2

153
教育研究経費 312
   委    託    費 40
   研 究 研 修 費 8

科目 決算

事
業
活
動
収
支

事
業
活
動
支
出
の
部

人件費 551
　 教 員 人 件 費 377
   職 員 人 件 費
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２ 資金収支計算書、貸借対照表の概要

※計算書類 P1～４、P20 参照

令和 2 年度における 1 年間の活動により、翌年度繰越支払資金は 922 百万円となりました。

前年度繰越支払資金 962 百万円に対して▲40 百万円となります。

要因としては施設関係支出 61 百万円（短大 1・2 号館のトイレ改修工事費 24 百万円、3 号館の

空調工事費 24 百万円、専門学校の LED 工事費 12 百万円）、設備関係支出 26 百万円（パソコン

整備費等）の合わせて 87 百万円の支出がありました。

※内部数値：経常収支差額 33 百万円＋減価償却 116 百万円＝149 百万円

      施設設備▲87 百万円＋退職金▲14 百＋借入金返済額▲45 百＝▲146 百万円

未収入金差額▲14 百万円＋前受金差額▲29 百万円＝▲43 百万円

          ▲43 百万円 ＋ 3 百万円 ＝ ▲40 百万円

3 百万円
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Ⅰ 資産総額 4,064,238,421 円

内 　基本財産 3,078,067,889 円

　運用財産 986,170,532 円
Ⅱ 負債総額 906,699,471 円
Ⅲ 正味財産 3,157,538,950 円

　資産額

1 基本財産

土地 17,061 ㎡ 760,476,093 円
建物 17,405 ㎡ 2,101,691,718 円
構築物 20,780,548 円
教具・校具・備品 7,020 点 94,433,969 円
図書 22,902 冊 100,685,556 円
車両 5 台 5 円
建設仮勘定 円

2 運用財産 986,170,532 円
現金預金 922,878,666 円
特定資産 0 円
その他 63,291,866 円

　資 産 総 額 4,064,238,421 円

　負債額

1 固定負債 514,268,015 円
長期借入金 352,500,000 円
その他 161,768,015 円

(1) 長期未払金 6,332,040
(2) 退職給与引当金 155,435,975

2 流動負債 392,431,456 円
短期借入金 45,000,000 円
その他 347,431,456 円

前受金 238,723,952
未払金 51,615,351
その他 57,092,153

　負 債 総 額 906,699,471 円

　正味財産（資産総額－負債総額） 3,157,538,950 円

区　　　分 金　　　額

財　産　目　録
（令和3年3月31日　現在）
























